
- 1 - 

 

共同募金助成申請の手引き 
 

共同募金助成申請にあたっては、助成基準などをよく読んでいただくととも

に、申請書を記入するための留意点を列挙していますので、下記事項に十分留

意のうえ、作成してください。 

 

法人名 

 法人格をもっている場合は、その法人（設置主体）の名称を記入してください。 
 

施設・団体名  

 共同募金の助成を受けて事業を実施される施設・団体名を記入してください。 
 

施設・団体所在地 

 共同募金の助成を受けて事業を実施される施設・団体の住所を記入してくだ 

さい。 

 

代表者職氏名 

 施設・団体の代表者の役職名 

・施設の場合…施設長、所長等 

 ・団体の場合…会長、理事長等 

を記入してください。 
 

事務担当者職氏名 

   この申請にかかる事務を担当される方で、いつでも連絡のとれる方の職・氏

名を記入してください。 
 

令和  年度募金（   年度事業）共同募金助成申請書 

   ［令和  年度募金］は、助成申請を行う年度を、[（   年度事業）]は、

事業を実施する年度を記入します。 

 

助成対象事業 

   助成申請を行おうとする次の該当する事業の□にレを記入してください。 

（広域助成は香川県共同募金会への申請、地域助成は市町共同募金委員会への

申請となります。） 
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［広域助成事業の種類］※詳細は助成基準を確認してください。 

 ○社会福祉施設等整備事業 

第１種、第２種社会福祉事業又は更生保護事業を行う団体の施設を維持

し、利用者の処遇の向上を図る施設整備事業。 

 ○広域福祉活動支援事業 

社会福祉事業又は更生保護事業等を行う社会福祉団体、更生保護団体、

特定非営利活動動法人、ボランティア団体などの県域団体が行う全県的又

は広域的で公益性の高い福祉事業。 

 ○小規模作業所等整備事業 

         障害者を対象とする小規模作業所、特定非営利活動法人又は一般社団法

人の経営にかかる障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所及び

地域活動支援センター（Ⅲ型・基礎的事業のみ）の整備事業 

○ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業 

福祉又は福祉に関連する保健、医療、教育等の分野で活動しており、多

様な地域の福祉ニーズに対応した非営利的かつ公益的活動を行っているＮ

ＰＯやボランティア団体等を支援するための事業。 

○孤立防止対策活動支援事業 

   地域での深刻な課題として進行している社会的孤立の解決や防止に関す

る事業を支援するため、地域で積極的に活動している市町社会福祉協議会、

地区民生委員児童委員協議会、ＮＰＯなどの活動団体を支援するための事

業。 
 

［地域助成事業の種類］※詳細は各市町共同募金委員会の助成基準を確認して

ください。 

○地域福祉推進事業 

地域福祉活動計画等に基づき、市町社会福祉協議会が行う地域福祉の活

動事業の助成 

 ○小地域福祉活動事業 

地域福祉活動計画等に基づき、地区社会福祉協議会や自治会等地域コミ 

ュニティ組織等が行う小地域での福祉推進のための活動の助成 

 ○地域福祉活動支援事業 

地域福祉を目的として、市町の区域で草の根的に活動する福祉団体やボ 

ランティア団体などの活動事業の助成 
 

助成事業名 

  共同募金の助成を受けて実施される事業を住民の方が見てどのような事業か

わかりやくやすい事業名を記入してください。 

    例：送迎用自動車整備事業（スロープ付） 

      授産品製造器購入事業（業務用冷蔵庫） 

      不登校児童のための学習支援事業 
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共同募金助成申請額 

 業者の見積書等に基づき助成事業にかかる総額（共同募金助成事業であるこ

とを明示するための費用を含む）を記入してください。 

また、助成基準に定められた助成率もしくは助成限度額のどちらか低い額と

なりますので、ご注意ください。（香川県共同募金会の広域助成は万円単位で交

付しますので、万円未満は切り捨てること） 

   申請額と申請書４枚目の「申請事業の資金収支計画（見込）」の収入の共同募

金の額と同額になります。 

   事業費総額は、「申請事業の資金収支計画（見込）」の収入の計及び支出の計

と同額になります。 

 

事業執行者名（施設・団体名） 

   共同募金の助成を受けて事業を実施される施設・団体名を記入してください。 
社会福祉施設の場合は、施設区分を併せて記入してください。 

記載例：障害福祉サービス事業所（多機能型） ○○事業所 
地域活動支援センター(Ⅲ型) ○○事業所 

 

法人格 

   法人格を持っている場合の有無について、該当するものに○を付してください。 
 

  助成事業の対象者 

   助成事業の対象者の該当する項目について、占める割合が一番高いものに◎、
当てはまる対象者全てに○を付してください。 
 

  助成事業の目的、分野・テーマ分類、機能・形態分類 

   該当する項目について、いずれか１つを選択して○を付してください。 
 

助成事業の内容 

    共同募金での助成を受けて実施する事業内容について、備品整備は購入希望
する品名・形式・数量など、セミナー等事業活動は実施年月、回数、参加人数
予定者などを出来るだけ具体的に記入してください。 
 

助成希望の理由 

   助成申請に至った経緯、事業実施の目的を明確に記入するとともに、助成を
受ける対象者に対して何のためにそのような事業を実施するのかがわかるよう
にするに記入してください。 
 （例）施設利用者約１０人がパンの製造販売（週２回,１回５００個を製造）

を平成○○年から実施しているが、その販売量（週３回、１回８００個）
を増やし、施設利用者の賃金アップ（○円から○円へ）を図るために、バ
ン製造器をこれまでの１機〔平成○○年に購入〕から２機に増やしたい。 

 

助成事業の効果 

助成申請事業が地域福祉の観点から期待される効果を記入してください。 
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「申請事業の資金収支計画（見込） 

収入：この事業に関わる収入の内訳を共同募金、公費、自己資金、その他に
分けて記入してください。 

支出：助成事業で必要となる費用や資機材などの購入費用の内訳を記入して
ください。 

 

実施時期 

助成事業を実施する時期を記入してください。 
 

頻度・利用者数 

年間の実施（利用）回数・総利用者数・部数（個数）を記入してください。 

 ・イベント、セミナー等は、定員や募集人数を記入 
 ・印刷物等は発行部数を記入 
 ・施設整備及び備品整備事業の総利用者数は、助成事業実施後１年間で見

込まれる延べ利用者予定数を記入 
 ・実施予定の事業で、数値が予定又は確定できない事業は、対象者の総数

を記入 

助成事業の告知方法 

   共同募金の助成事業であることの周知及び明示する方法を具体的に記載し

てください。 

   （例：車両へのプリント、助成ステッカーの貼付、広報誌への記載、プログ

ラムに記載、イベントでののぼり旗の掲出 等） 

 

共同募金運動への協力 

   共同募金運動にこれまでどのように協力しているか、また、どう協力できる

かを記入してください。 

  （例：共同募金への募金（○○年      円）、街頭募金に協力してい

る、事務所・施設内に募金箱を設置、会員等への募金の呼びかけ） 

 

地域との交流※施設のみ記入してください 

   施設において、地域との交流活動や開放行事などを実施している場合や，今

後実施する予定があれば、具体的にその内容を記入してください。 

 

共同募金会以外の助成申請 

助成申請事業について、県本会及び市町共同募金委員会以外への助成団体へ

助成申請をしているかどうかについて、該当項目に○を付けてください。 

 

している場合については、 

「助成団体」は、助成申請している団体名、「事業名」は、助成団体の助成

事業名を記入してください。 

「助成申請額（事業費総額）」は、助成団体へ申請している額及びその全体

事業費を記入してください。 
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施設概要、団体概要については、該当するいずれかに記入してください。 

 

施設概要 ※社会福祉施設が申請する場合に記入してください。 

①法人認可年月日  

  法人が認可された日を記入してください。 

②開所年月日（施設認可年月日） 

  施設を開所した日を記入してください。（  ）内には施設が認可〔届出・

指定〕された日を記入してください。 

③施設長氏名 

  施設長の氏名を記入してください。 

④事務責任者職氏名 

  事務責任者の職氏名を記入してください。 

⑤職員数  

  職員の人数を記入してください。 

⑥定員（現在員） 

施設の入所者、通所者で助成基準の助成対象要件を充たす定員と申請時

の利用者数を記入してください。 

（例）      生活介護      ○名（現在員  ○名） 

         就労継続支援Ｂ 型 ○名（現在員  ○名） 

 ⑦運営主体 

     該当する運営主体について、いずれか１つを選択して○を付してください。 

⑧活動目的･内容 

  施設の目的、対象などや前年度にどのような活動をしたか、今年度の事

業計画などを箇条書きで記入してください。 

⑨前年度決算額 

  前年度の決算額を記入してください。また、法人が複数の施設運営をし

ている場合は法人全体の決算額を（  ）書きで併せて記入してください。 

⑩前年度繰越額 

  前年度の繰越額を記入してください。また、法人全体の繰越額を（   ）

書きで併せて記入してください。 

⑪繰越額が決算額の３０％を超える場合は繰越理由 

  上記繰越額が３０％を超える場合は、その理由を記入してください。法

人全体で３０％を超える場合は、（   ）書きで併せて記入してください。 

⑫共同募金（一般募金）からの助成実績（過去３年間） 

  過去３年間に共同募金（一般募金）の助成を受けていれば、助成年度、

助成事業名、助成額を記入してください。（NHK 歳末、地域歳末は除く） 
 
（参考）令和３年度に申請する場合の記入例 

年 度 事 業 名 助 成 額 

令和２年度募金 

（３年度事業） 

 
 

令和元年度募金 

（２年度事業） 
  

平成３０年度募金 

（３１年度事業） 
  

通所 定員 

助成を受けた年度の事業名、助成額を記入

してください。 
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団体概要 ※ボランティア団体、市民活動団体等が申請する場合に記入してく

ださい。 

 

①設立年月日 

  団体が設立させた日を記入してください。 

②法人格取得年月日  

  法人格を取得した日を記入してください。 

③代表者職氏名 

   団体の代表者の役職名（会長、理事長等）及び氏名を記入してください。 

④事務責任者職氏名 

  事務責任者の職氏名を記入してください。 

⑤職員数  

  職員の人数を記入してください。（団体の業務を主として従事している職

員がいない場合は、０と記載してください。） 

⑥会員数･団体数 

 申請時の会員数や団体で構成している組織は、団体数を記入してください。 

 ⑦運営主体 

  該当する運営主体について、いずれか１つを選択して○を付してください。 

⑧活動目的･内容 

  団体の目的、対象などや前年度にどのような活動をしたか、今年度の事

業計画などを箇条書きで記入してください。 

⑨前年度決算額 

  前年度の決算額を記入してください 

⑩前年度繰越額 

  前年度の繰越額を記入してください。 

⑪繰越額が決算額の３０％を超える場合は繰越理由 

  上記繰越額が３０％を超える場合は、その理由を記入してください。 

⑫共同募金（一般募金）からの助成実績（過去３年間） 

  過去３年間に共同募金（一般募金）の助成を受けていれば、助成年度、

助成事業名、助成額を記入してください。（NHK 歳末、地域歳末は除く） 
 
（参考）令和３年度に申請する場合の記入例 

年 度 事 業 名 助 成 額 

令和２年度募金 

（３年度事業） 

 
 

令和元年度募金 

（２年度事業） 
  

平成３０年度募金 

（３１年度事業） 
  

 

該当する年度の事業名、助成額を記入して

ください。 


